
本邦のオンライン診療の実施状況とその普及の障壁となる因子についての大規模アンケート調査結果が 

『Journal of Medical Internet Research』 誌に掲載されました 

 

背景と目的 

遠隔診療とは、遠隔通信技術を利用したあらゆる種類の医療、診断、治療関連サービスの提供のこ

とを指します [1]。日本ではオンライン診療という用語が主に用いられており、これは遠隔診療よりも狭い

範囲を指し、以下のように定義されています：遠隔医療のうち、医師－患者間において、情報通信機

器を通して、患者の診察及び診断を行い診断結果の伝達や処方等の診療行為を、リアルタイムにより

行う行為 [2]。 

遠隔医療を可能とする技術的基盤は確立してきましたが、COVID-19 流行により更に導入への機

運が世界的に加速しました。諸外国においては政府による遠隔診療の推進がなされ[3-6]、日本におい

ても COVID-19 流行時にオンライン診療を推進するための規制緩和や診療報酬改定が行われました。

しかしながら、以降も本邦のオンライン診療の利用状況は限定的でした。 

オンライン診療は、患者の利便性が高まるというメリットが想定される一方で、医療機関にとっても利便

性が高いのか、提供する医療の質が保たれるのかなど未知の部分も残っており、今後普及を目指すべき

なのか、また普及を目指す場合には何が課題なのかを明らかにする必要がありました。本研究では、

COVID-19 流行後の現状を理解しオンライン診療に関する問題点、特にオンライン診療の普及を制限

する主要因を明らかにすることを目的としました。 

 

研究の方法 

・患者および健常人を対象とした調査 

インターネット上の調査パネルである Freeasy パネル（iBRIDGE）[7]において行いました。まず、

40,000 人に対しスクリーニング調査を実施しました。スクリーニング調査回答者から、層別化ランダムサン

プリングにより、本調査の対象者として患者 3000 人と健常者 3000 人を抽出しました。回答期間は、

スクリーニング調査が 2023 年 9 月 25 日～同年 10 月 8 日、本調査が同年 10 月 19 日～同年

11 月 2 日でした。 

 

・医療従事者調査 

2023 年 6 月時点の日本の保険医療機関 96,269 施設から、層別無作為抽出により合計 4900

施設を抽出しました（抽出率 5％）。各施設の病院管理者に各施設の回答者 3 名（医師 1 名、看

護師 1 名、事務職員 1 名）に調査回答依頼書を配布するよう依頼し、ウェブ回答フォームより回答を

得ました。回答期間は 2023 年 10 月 30 日から 2023 年 12 月 8 日まででした。 

 

結果 



本論文の代表的な結果について説明します。 

・患者および健常者のオンライン診療利用状況について 

オンライン診療経験者はわずか 5.3％でした。オンライン診療経験者に対しオンライン診療を利用した

きっかけを聞いたところ、「回答者本人がオンライン診療を利用したいと考え、利用できる医療機関を探し

た」が多く選択されていました（患者群 66.3％、健常者群 53.7％）。一方で、未経験者に、オンライ

ン診療を利用したいと思う場面を尋ねたところ、「すでに対面診療を受けている医師や医療機関からオン

ライン診療の勧めがあった場合」が多く選択されていました（患者群 54.33％、健常者群 41.87％）。 

オンライン診療を経験している場合、患者群・健常者群の両方において、約 80％の回答者がオンライ

ン診療に満足していました。オンライン診療の経験やそれに満足したかどうかについて多変量解析を実施

したところ、近傍の医療機関が多いほど、また通院には手間がかかると感じているほど、オンライン診療を

経験しやすく、同時にオンライン診療の内容に満足しやすいということがわかりました（表 1）。 

 

表１．オンライン診療の経験と満足度に関連する要因の多変量解析 

 
A 順序変数（1=近くに医療機関はあまり存在しない、2=近くに医療機関がそれなりの数存在する、3=近くに医療機関が数多く存在
する）B 順序変数（1=全く手間はかからない、2=あまり手間はかからない、3=やや手間がかかる、4=かなり手間がかかる） 

 

・医療従事者が見た現在のオンライン診療実施状況 

調査に回答した医療施設のうち、オンライン診療の実施率は 20.4％でした。68.8%の回答者は、オ

ンライン診療に必要な院内業務は、対面診療よりも複雑であると回答しました。オンライン診療の方が対

面診療よりも単位時間当たりの診療人数が多いと回答したのは 14%にすぎず、オンライン診療の方が

少ないと回答したのは 44.1%でした。 

 

・受診に伴う患者の負担 

受診に伴う患者負担のうち、時間的・身体的負担については、患者・健常者、医療従事者のいずれ

の回答群においても、ほとんどの回答者がオンライン診療の方が負担は少ないと回答しました。加えて、オ

ンライン診療経験のある患者・健常者の多くは、オンライン診療によって精神的・経済的負担も軽減され

ると回答していました。 

 

・各種医療行為における対面診療とオンライン診療の比較 

重症感の直観的把握、身体所見の把握、言葉的コミュニケーション、家族からの病状等の聴取、患



者と医師の信頼関係の構築については、「対面診療で行う方が容易である」と回答した医療従事者が

多いという結果でした（各 94.5％、96.7％、68.2％、49.7％、77.8％）。一方、患者の自宅での

病状や行動を視覚的に理解することや、自宅環境を視覚的に理解することは「オンライン診療で行う方

が容易である」と考える医療従事者が比較的多いことがわかりました（各 41.4%、68.1％）。 

 

・オンライン診療が適切な患者層 

医療従事者に対して、オンライン診療の恩恵を受けられる患者の割合を尋ねたところ、72.6%が

「10%」～「30%」と回答しました。「0％」と回答した人は 13.1％でした。 

オンライン診療を単独で受けられる年齢の上限については、「60 歳」（23.8％）という回答が最も多

かった一方で、「年齢は関係ない」（22.2％）も同程度得られました。 

 

・オンライン診療普及の障壁となる要因 

患者・健常者を対象とした調査では、オンライン診療の普及を阻む要因として 16 の選択肢が提示さ

れ、各回答者には 3 つを選んでもらいました。最も選択率が高かったのは、「オンライン診療では、検査や

処置が必要になった場合に結局通院が必要になってしまうため」でした。また、「オンライン診療では、医師

の診察内容に不安が残るため」、「オンライン診療という実施形態は知られているが、どういった場合にオン

ライン診療が適しているのか／希望してよいのかわからないため」、「オンライン診療という実施形態は知ら

れているが、オンライン診療を実施している機関がどこかわからないため」などが多く選ばれていました（表

２：オンライン診療経験のある患者群の回答）。 

 

表 2. オンライン診療普及の障壁となる要因（オンライン診療経験のある患者が選んだ上位 3 位） 

 

 

医療従事者を対象とした調査では、18 の選択肢が提示され、各回答者には該当するものをすべて

選んでもらいました。職種別、オンライン診療の実施状況別で分類した場合、全グループで「オンライン診

療では、検査や処置が必要になった場合に結局通院が必要になってしまうため」「オンライン診療のための

アプリダウンロード・通信環境の構築などが、患者にとって困難であるため」の 2 つが上位を占めていました

（表 3）。また、施設タイプ別にみると、特定機能病院では「オンライン診療では、医療機関側の事務

的な手続きが増えてしまうため」を選択した回答者が 54％と多く、大きい病院では事務手続きの煩雑さ

が阻害要因となっていることが示唆されました。 

選択率 

(%)

[第1位] オンライン診療では、検査や処置が必要になった場合に結局

通院が必要になってしまうため
30.5

[第2位]オンライン診療という実施形態は知られているた、どういった場合

にオンライン診療が適しているのか／希望してよいのかわからないため
27.0

[第3位]オンライン診療という実施形態は知られているが、オンライン診

療を実施している機関がどこかわからないため
24.9



 

表 3. オンライン診療普及の障壁となる要因（医療従事者が選んだ上位 3 位） 

 

 

結果のまとめ及び今後の展開 

本研究により、日本におけるオンライン診療の現状を包括的に把握され、今後のさらなる普及・拡大の

ために取り組むべき重要な課題が明らかになりました。 

オンライン診療を受けたことがある人は 5.3％、実施している医療機関は 20.4％と少なく、オンライン

診療が十分に普及しているとは言い難い一方で、オンライン診療経験者の約 8 割はオンライン診療に満

足していることがわかりました。特に、近隣に医療機関が多い方の方がオンライン診療の経験が多く、その

結果に満足しているという結果は、オンライン診療が、決して遠方の患者さんの通院負担の軽減という側

面だけではないことを示しています。医療機関が近くにあったとしても、受診に手間がかかると感じている人

にとって、オンライン診療は選択枝となりえるものであり、かつ満足度も高いものであることが示唆されまし

た。患者・健常者側も医療従事者側も、オンライン診療では患者の様々な負担が軽減されると認識して

いました。 

しなしながら、オンライン診療では様々な医療行為の実施が難しいと医療従事者側が感じていること、

同時に「オンライン診療では、医師の診察内容に不安が残る」と考えている人が患者・健常者側に多いこ

ともわかりました。また、日本におけるオンライン診療の普及を妨げている要因として最も選ばれたのは、「オ

ンライン診療では、検査や処置が必要になった場合に結局通院が必要になってしまうため」であり、今後

オンライン診療という枠組みの中でスムーズに検査等を受けられる枠組み作り(一例：オンライン診療機

関から他医療機関への検査依頼の仕組み作り)、様々な医療行為の実施が行いやすくする取り組み

（一例：高解像度で 3D 効果のあるビデオ通話）が重要であると考えられました。 

患者・健常者を対象とした調査では、「オンライン診療という実施形態は知られているが、どういった場

合にオンライン診療が適しているのか／希望してよいのかわからないため」等も多く選択されており、オンラ

イン診療に適した病態・診療機関についての、一般向け周知・啓発も必要と考えられました。 

今回の調査結果を踏まえ、オンライン診療を行うより良い環境が整い、患者側の受診に伴う負担が減

るとともに、安全かつ正確な診療を医療従事者が行いやすい方法で提供できるようになることを、本研究

を実施した研究グループは願っています。 

  

選択率 

(%)

[第1位] オンライン診療では、検査や処置が必要になった場合に結局

通院が必要になってしまうため
58.4

[第2位] オンライン診療のためのアプリダウンロード・通信環境の構築など

が、患者にとって困難であるため
56.7

[第3位] オンライン診療のためのシステムや通信環境の構築が、医療機

関にとって困難であるため
42.2
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